
平成２９年度第３回国民健康保険運営協議会議事録 

１ 招集年月日 平成３０年１月１０日（水）

２ 開 催 日 時 平成３０年２月７日（水）１４：００～１５：３５

３ 出席者氏名 

（１） 運営協議会委員

ア 被保険者代表委員 （６名）

      島本喜多江、井上千惠美、鷹木澄子、浦部秀子、岩下幸夫、植山渚

イ 医療機関代表委員 （５名）

      権頭聖、吉岡眞一、佐伯和道、白水京子、原田圭子

ウ 公益代表委員 （７名）

      後藤尚久、原賀美紀、小田日出子、濵嵜朋子、山村加代子、鐘ケ江千鶴子、

境目操

エ 被用者保険代表委員 （２名）

      時永正智、南島寿範                   以上２０名

（２） 事務局職員

健康医療部長 永富秀樹

保険年金課長 花田隆一

健康推進課長 古賀佐代子

  他保険年金課、健康推進課職員

４ 一般傍聴者 ３名

  報道関係  なし



◆審議内容（要旨） 

議題 平成３０年度 国民健康保険事業の運営について 

【平成 30年度標準保険料率】５ページ
委 員 p.5に掲載している参考の予定収納率には、92.5％とあり、その左の 90.39％より

上がっている。根拠は何か。

事務局 一番右にある本市の保険料率については、予算編成の際にどれぐらいの収納率が

見込めるか、実績に基づいて計算したものであり、毎年本市では 92.5％で計算して
いる。実際はそれ以上の収納率を確保している。左の予定収納率 90.39％は、今回県
が示した標準保険料率のものである。実際は各都市でバラつきがあり、福岡市は 90％
を下回っている。標準的な保険料率として出す場合、年規模に応じて、全国平均で

比べるのが分かりやすいため、人口１０万人以上の都市の５割以上の平均値となる。

保険料率を設定する際、90.39％で計算すると、保険料が高くなるため、予定収納率
が推定より高いところについては、保険料を下げることが認められている。92.5％は
実際に即した収納率で 90.39％は都市平均で標準であると理解してもらいたい。

【平成３０年度保険料の積算】７ページ

委 員 激変緩和措置は３年間か。続くことはないのか。

事務局 激変緩和措置については、福岡県では 3 年間は据え置くと決めている。それ以降
は、廃止にするか、段階的に減らしていくのかはこれからになる。本市の場合は、

負担増が約 1％のため、激変緩和の影響はそれほどないが、大きいところでは 28％
負担が増える。そのようなところをどうするのか、これから県と 60市町村で考えて
いくこととなっている。激変緩和であるため、未来永劫続くことはないと考えてい

る。

【保険料軽減の改正による影響】８ページ

委 員 軽減世帯数の合計が 103,428世帯で、国保世帯に占める割合が 65.2％となってい
る。これは、p.1の 209,362人の 65.2％では数字が違うのではないか。

事務局 世帯数の割合については、p.1の被保険者数と世帯数の推移は、29年度・30年度
の予算編成用の推計値であるが、p.8は 29年 12月時点の実数であるため、差が生じ
ている。一般分の世帯推計と退職者医療制度の世帯数を含む等の違いもあり、その

まま比較することの出来ないデータとなっている。

委 員 今後は、資料作成時に、理解できるよう注意書きをする等配慮してもらいたい。

委 員 ２割５割７割軽減は所得水準で決定されるが、その境目の扱いはどのようになる

のか。例えば、２割軽減の最高は被保険者数が一人だとすると、830,000円、５割軽



減で 605,000円である。610,000円の世帯はわずか 5,000円の差でも２割軽減になる
のか。なだらかにするということは出来ないのか。

事務局 制度上難しい。所得ではっきりと決まってしまうため、1円でも超えたら、５割か
２割の境になってしまう。

【平成 30年度モデル保険料の試算】１３ページ
委 員 前回、母子家庭について質問した際、一人親家庭の保険料は、健保の問題で、国

保は関係ないとのことであった。母子家庭の場合、正規の就業者は約４割で残りは

パートやアルバイトの割合が非常に多い。その方たちは国保に入っていないのか。

事務局 健保のことだからという理由ではなく、医療保険であるため、世帯構成、片親だ

からという理由で保険料が決まるわけではなく、世帯の収入と人数によって保険料

を決定する。P.13 にモデル保険料を掲載している。考え方としては、④⑤に夫婦二
人で子どもなしと設定している。親一人子一人であっても、世帯員が 2 人であれば
基本的に同じであるため、読み替えると母子世帯だったらこのような保険料になる。

低所得者が多いことは分かるが、母子家庭でも十分な所得の方もいる。当然、世帯

構成で決めるのではなく、所得と人数で保険料を計算する。

【条例改正案件】１６ページ

委 員 葬祭費は、60市町村のうち現在どのぐらいの市町村が 3万円か。
事務局 60市町村のうち、45市町村である。
委 員 4月から葬祭費を 3万円にすることについて、分かりやすく文書で示すのか。
事務局 条例の改正に関わる内容のため、議決を経てからになるが、周知は行っていく。

委 員 葬祭費が他都市と比較して多いとのことだが、極端ではないか。急に 1 万円も減
らすのはどうなのか。例えば 5 千円にするとか、他都市にならうにしても 1 万円は
大きいと思う。

事務局 葬祭費については、県内の市町村で異なった場合、被保険者が県内で転居した際

に混乱するであろうとのことで、県と県内市町村で統一することになった。本市の

変更は葬祭費ぐらいであるが、他都市では保険証の更新時期を 4 月から 8 月に変更
するため、システム改修や市民への説明もしてやっていくこととなっている。葬祭

費についても、本市だけがやらないことはできない。県内で一番高いところは福岡

市が 5万円から 3万円に減額する。この点については理解してもらいたい。

【その他の制度改正】１７ページ

委 員 30年の 8月から変わる内容について、もう少し丁寧に説明してもらいたい。
事務局 70 歳以上の高額療養費の限度額について、現在は 80,100 円プラス１％が世帯の

上限のところを 3段階に分けた。370万円から 770万円については現行と同じ、770



万から1,160万円の世帯は 167,400円プラス 1％、1,160万円を超える世帯は 252,600
円プラス 1％となり、所得の多い方には、それに応じて負担していただくよう制度が
変わることとなった。

【その他】

委 員 3年間は緩和措置があるということだが、経済が良くなり、市民の所得が簡単にあ
がるような状況ではない。収納率ありきでやっているとは思わないが、現実では、

窓口で相談しても簡単にはいかないという方がいる。区によっては、窓口に強硬な

方も中にはいる。均一に市として困窮した方を理解し、救済していくようにしても

らいたい。区の窓口の中には、声の大きい人がくると急に保険証を出し、弱々しい

人だと、あれをしろ、これをしろと言う職員もいると聞く。是非とも窓口の対応も

懇切丁寧にしてもらいたい。特に今回制度が変わったというなかで、新しい気持ち

で取り組んでもらいたい。

事務局 収納率について、確かに北九州は所得が低いことは理解している。ただ、保険料

の負担は、保険料を払っている方との公平性の問題もある。収納率が高ければ、保

険料を安くでき、負担の軽減にも繋がる。個別の対応については十分配慮しながら、

公平に対応していきたい。

会 長 他に意見がなければ、本議題について、承認としてよろしいか。

委 員 （異議なし） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

報告１ 平成３０年度特定健診・特定保健指導について

報告２ 北九州市国民健康保険第二期データヘルス計画について

委 員 健康マイレージのシールを 5 枚集めきれない高齢者が多い。特定健診は、採血や
尿検査、問診しかしない。私は医師会のがんフェスタに行っているが、検便、胃の

透視、心電図などある。マイレージのお金を特定健診に回してもらえれば、もう少

し魅力があるものになるのではないか。

事務局 現行のマイレージ事業は、いろいろな事業に参加してシールをため、景品をもら

えたりする事業である。確かにたくさんの事業に参加しないとシールがたまらない

ことや、市の立場でいえば、多くの方が参加すると財源の問題もある。アナログ形

式でやっているため、シールの管理が困難であること等さまざまな課題を感じてい

る。現在、健康づくりに関する会議があり、今後の事業のあり方について検討して

いるところである。特定健診・特定保健指導の受診率向上や、全体的なところを含

め、いただいたご意見を参考に検討していきたい。



委 員 平成 30年度新規の多職種連携による糖尿病重症化予防事業について、p.41の図で、
多数の職種が関わるが、連携手帳に全ての職種が書き込む形で推奨していくのか。

また、どのようなきっかけで訪問が始まり、誰が行うのか。

事務局 手帳を使った他職種連携について、まずは、糖尿病の患者さんに手帳を持っても

らうことを普及してきたいと考えている。糖尿病の専門医によると、重症化の理由

に、健診で血糖値がひっかかったにも関わらず、医療機関に繋がっていないことと、

繋がっても何かの理由で病院に通わなくなることの二つが関与しているという意見

があった。これを受けて、まず手帳を広く持ってもらい、病院に行くときに、薬局、

眼科、歯科に行くときに、手帳を持って行き、さまざまな職種が、医療に繋がって

いるかどうか、確認しながら患者さんに働きかけをしてもらう仕組みを考えている。

まずは糖尿病の手帳を普及し、この仕組みをうまく回すために、手帳に貼るシール

のようなツールについて検討していきたい。

訪問については、健診のデータを見ながら、数値の高い方に優先順位を付けて、

保健師・看護師等が指導していく。手帳の取組とは別である。

委 員 p.49 からの内容について、医師との連携との図で、基本的な健診の項目が挙がっ
ているが、これを全部特定健診で実施するということか。かかりつけ医のところで、

年に１～２回血液検査をすることがあるが、それと特定健診を結び付けることは出

来ないのか。

事務局 特定健診の項目は、国で定めている。基本的には国の定める項目に則って特定健

診を実施していく。例えば、糖尿病等の病気で検診を受けている方等かかりつけ医

がある人に、年に１回特定健診を受けてもらい、既往症以外の状況も生活習慣病全

般という形で、診てもらうことが良いのではないかと思う。かかりつけ医の医師に

は、医師会を通じて受け持ちの患者さんに年に１回は特定健診をすすめてもらいた

いとお願いしている。

委 員 市としていろいろ取り組んでいるのはありがたいが、例えば、先日公共施設マネ

ジメント実行計画を見ると、市のプールや生涯学習センター等施設の使用料の値上

げが実施されるようなことが言われている。プールなどは週１回歩くだけでも非常

に大きな運動になりメタボ予防になる。使用料を取られるようになると、行けなく

なるという声も聞く。生涯学習センターにしても、趣味や講座で生活の彩りや活性

化に大変役立っており、病気予防の大きな力になる。ところが、その使用料が値上

げするのであれば、健康づくりの方向と逆行している。関係部署がお互い話し合っ

てなんとか出来ないものか。

事務局 運動や生きがい活動は、健康にとても良い影響を与えるものと思う。使用料につ

いて直接回答は出来ないが、健康推進課は市の健康計画を所管する部署でもある。

健康づくりに関係ある部署と連携を図りながら進めている。本日の意見も担当部署

と十分に共有していきたい。



委 員 p.57 の④に「居場所・拠点・コミュニティ、生きがい、自立、健康づくりにつな
がる住民主体の地域活動の国保部局としての支援の実施」とある。是非その点はし

っかり主張してもらいたい。

委 員 p.37 に、特定健診の受診率の低さが非常に国民健康保険全般にかかる課題と思う
が、中間評価値である平成 32年の 48％は国の定めた数字か、それとも市で定めてい
るのか。相当に難しい数字と感じる。ここまで上げられる要素があれば教えてもら

いたい。

事務局 特定健診受診率の向上については、非常に苦慮している。設定値は、単純な設定

の仕方で、最終目標の 60％の中間の値である。目標値の設定の仕方も難しく、国や
県、市の特定健診の伸びの状況から数字を持ってこざるを得ない。前回は伸びの状

況をみながら低めに設定していたが、やはり国の設定している数値を目指すべきと

いう声と、また市の健康づくり推進プランとの目標値の整合性も考え、60％として
いる。ただ、地域のボランティアや医師会のご協力もあり、平成 20年度の健診開始
から比べると、政令市で半分以下の順位を４位まで押し上げてきた。大規模の都市

は受診率が上げづらい現状はあるが、これがあればというものはないが、これまで

の取組をさらに強化していく。

委 員 保険料率の議論も、受診率の向上があって、保険料率上昇の抑制も図っていける

と思う。北九州は先進的取組をしていると思うので、私たちも勉強していきたい。

委 員 p.49の特定健診の対象者は、40歳から 74歳で、国保被保険者となっている。75
歳以上は後期高齢者で県に移行するが、どうなるのか。

事務局 国保の特定健診は 40歳から 74歳が対象である。75歳以上については、広域連合
が所管しており、北九州市が直接しているわけではない。考え方も、若い世代の健

康づくりと、75 歳以上の高齢者については考え方を切り替える必要もある。広域連
合が所管しているため、具体的な疑問があれば確認する。



議題

平成３０年度 北九州市国民健康保険事業の運営について



目 次

• 被保険者等の推移 ・ ・ ・ P1
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被保険者数・世帯数の推移

ポイント
後期高齢者医療制度（７５歳以上）への移行などの影響により、被保険者は減少。

１

▲8.2%

▲2.2%
▲3.2%

▲4.5% ▲0.5%

▲18,638人

▲6.9%

▲1.2%
▲2.1% ▲1.6%▲3.3%

▲10,012世帯



一人当たり保険給付費等の推移

ポイント
医療の高度化や高齢化の進展等により、一人当たり保険給付費は、増加。
一人当たり介護納付金、後期高齢者支援金は県単位化により算定不能。 ２

＋2.5％

＋4.4%



平成３０年度１人あたり納付金額（一般分）

市町村名
H28納付金相当額
（決算ベース）
Ａ （円）

H30納付金額
（負担緩和前）
Ｂ （円）

左の
対28年度伸び率
Ｂ／Ａ（％）

H30納付金額
（負担緩和後）
Ｃ （円）

左の
対28年度伸び率
Ｃ／Ａ（％）

北九州市 126,160 127,688 101.2 126,160 100.00

３

H30納付金額
（負担緩和後
・再調整後）
Ｄ （円）

左の
対28年度伸び率
Ｄ／A（％）

125,930 99.8激変緩和に用いる暫定措置等の国費が
余剰したため、６０市町村へ１人あたり
同額で再配分



北九州市の平成３０年度納付金額

• 医療分 １９，４８７，６９１，３５８円

• 後期高齢者支援分 ５，１１０，３０４，９０３円

• 介護納付金分 １，７９０，２８５，６１２円

北九州市納付金額 ２６，３８８，２８１，８７３円

４



平成３０年度標準保険料率
福岡県標準保険料率 市町村標準保険料率

市町村標準保険料率
（北九州算定方式）

【参考】
平成２９年度
北九州市保険料率設定条件

保険料が県内均一化され
た場合の保険料率

国のガイドラインに基づき
２方式で算定

左欄との違いは、県
内均一化されるまで
の間、所得水準と医
療費水準を考慮して
算定

左欄との違いは、北九
州市の現状の応能：応
益の割合で算定

応能：応益 ４４：５６ ４４：５６ ４７：５３ ４７：５３

予定収納率 － ９０．３９％ ９０．３９％ ９２．５０％

医
療
分

所得割 7.44％ 7.71％ 8.84％ 8.20％

均等割 42,321円 27,062円 23,211円 21,110円

平等割 － 29,632円 28,322円 26,030円

支
援
分

所得割 2.44％ 2.32％ 2.67％ 2.90％

均等割 13,848円 8,106円 6,993円 7,440円

平等割 － 8,876円 8,533円 9,170円

介
護
分

所得割 2.08％ 2.23％ 2.69％ 2.80％

均等割 15,510円 10,141円 8,401円 8,160円

平等割 － 7,444円 6,860円 7,370円
５



納付金等の財源

• 国民健康保険の収入及び支出は、国民健康保険法第１０条
に基づき、特別会計を設置し、運営。

• 市が負担する納付金等の財源については、保険料、国県支
出金と繰入金で賄うことが原則。

• 国民健康保険は、低所得者が多く加入しているため、保険料
が過度な負担とならないよう、一般会計（税金）からの法定外
繰入を実施してきた。しかし、決算補填等目的の繰入（赤字補
填）は計画的に削減・解消が必要。

【医療分】

【後期高齢者支援金分・介護納付金分】

保険料 一般会計繰入金
（法定・法定外）

国県支出金

保険料 一般会計繰入金
（法定）

国県支出金

６



平成３０年度 保険料の積算（制度改正前との比較）

【平成２９年度までの積算方法】

①医療分

過去３ヵ年の一人当たり保険給付費の伸びを勘案し、

その伸びを一人当たり保険料に反映

②後期高齢者支援金分、③介護納付金分

国から通知される単価をもとに支出を積算し、国県支出金

等を除いた経費を保険料として賦課

【平成３０年度積算方法】

国が制度改正による激変緩和の考え方を示していること。

福岡県においては、納付金の算定において、財政負担の

上昇幅を０％として負担緩和の調整を行うことから、本市の

保険料については、平成２９年度１人当たり保険料に据置く。
７



保険料軽減の改正による影響

区分
平成２９年１２月

現在
改正の影響

２割軽減 １７，９３３ １７０

５割軽減 ２５，２８５ ４７０

７割軽減 ６０，２１０ 変更なし

合計 １０３，４２８ ６４０

国保世帯に
占める割合 ６５．２％ ―

７割
５割

２割

応能割（４７％）
（所得割）

応益割（５３％）
（均等割・平等割）

保
険
料
額

世帯の所得

・保険料軽減制度の２割、５割の判定所得基準額の見直しを行う。

【２割】 （２９年）基準額 ３３万円＋４９万円×被保険者数
（３０年）基準額 ３３万円＋５０万円×被保険者数

【５割】 （２９年）基準額 ３３万円＋２７万円×被保険者数
（３０年）基準額 ３３万円＋２７．５万円×被保険者数

ポイント
保険料軽減の拡充により、約６４０世帯が新たに軽減を受ける。

８



○一人当たり保険料

保険料 一般会計繰入金
拡
充
分

国県支出金

区分 制度改正前 繰入金拡充効果 制度改正後

医療分 ５３，５９２円 ▲６９円 ５３，５２３円

後期高齢者支援金分 １９，１０５円 ▲２５円 １９，０８０円

介護納付金分 ２０，２９７円 ▲２５円 ２０，２７２円

納付金・保険事業費等

○財源内訳

保険料に対する軽減拡充の影響

９



保険料の賦課限度額の改正概要

ポイント
保険料の負担に関する公平性の確保を図るため、所得の高い世帯への

負担の適正化を図る。
１０

区 分 医療分
後期高齢者
支援金分

介護
納付金分

合計

見直し案 ５８万円 １９万円 １６万円 ９３万円

現 行 ５４万円 １９万円 １６万円 ８９万円

増 減 ＋４万円 ＋０万円 ＋０万円 ＋４万円

医療分について４万円の引上げを行う。

【改正効果】
上位所得者からの保険料収入が増加することで、中間所得者層の被保険者からいただく

保険料収入が減少するとともに、所得割料率が減少する。

平成２９年度の被保険者で試算すると ⇒

７割
軽減

５割
軽減

２割
軽減

応能割（４７％）
（所得割）

応益割（５３％）
（均等割・平等割）

保
険
料
額

世帯の所得

区分 医療分

増加する世帯 1,900世帯

減少する世帯 93,100世帯



平成３０年度 一人当たり保険料（見込み）

• 一人当たり保険料とは、保険料として徴収すべき額（調定額）
を被保険者数で割った額

区分 医療分
後期高齢者
支援金分

医療分＋
後期高齢者
支援金分

介護
納付金分

Ｈ３０ ５３，５２３円 １９，０８０円 ７２，６０３円 ２０，２７２円

Ｈ２９ ５３，５９３円 １９，１０５円 ７２，６９８円 ２０，２９７円

増減 ▲７０円 ▲２５円 ▲９５円 ▲２５円

ポイント
一人当たり保険料は、医療分、支援分、介護分ともに平成２９年度を据え置いた
上で、国による保険料軽減拡充を実施。

１１



平成３０年度 保険料率（見込み）

• 保険料率とは、保険料を計算するための基礎となる額・率

均等割額 ＝ 保険料賦課総額×３０％÷被保険者数

平等割額 ＝ 保険料賦課総額×２３％÷世帯数

所得割率 ＝ 保険料賦課総額×４７％÷前年被保険者総所得金額

※保険料賦課総額＝（一人当たり保険料×被保険者数）＋軽減・減免額

※参考：H２８とH２９の比較（増減額）

区分
医療分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割

Ｈ３０ 20,310円 24,100円 5月
決定

7,200円 8,660円 5月
決定

7,760円 6,980円 5月
決定

Ｈ２９ 21,110円 26,030円 8.2％ 7,440円 9,170円 2.9％ 8,160円 7,370円 2.8％

増減 ▲800円 ▲1,930円 ― ▲240円 ▲510円 ― ▲400円 ▲390円 ―

１２

増減 ▲250円 ▲1,100円 ＋0.2％ ＋220円 ±0円 ±0％ ＋550円 ＋440円 +0.1％



平成３０年度 モデル保険料の試算

※①は、「７割軽減」、②・⑥は、「５割軽減」、④・⑦は、「２割軽減」

１３

区分 Ｈ３０ Ｈ２９ 増減

年金収入世帯
（６５歳以上単身）

①年収100万円 １８，０７０円 １９，１１０円 ▲１，０４０円

年金収入世帯
（６５歳以上夫婦）

②年収200万円 ９５，７２０円 ９８，３００円 ▲２，５８０円

③年収300万円 ２４９，９２０円 ２５５，４７０円 ▲５，５５０円

給与収入世帯
４０歳未満夫婦
子どもなし

④年収200万円 １６８，３６０円 １７２，６００円 ▲４，２４０円

⑤年収300万円 ２６３，１５０円 ２６８，７９０円 ▲５，６４０円

給与収入世帯
４０歳以上夫婦
子ども２人

⑥年収200万円 １６０，０７０円 １６４，３５０円 ▲４，２８０円

⑦年収300万円 ３０６，４３０円 ３１３，５４０円 ▲７，１１０円

⑧年収400万円 ４４１，８９０円 ４５１，０９０円 ▲９，２００円

※ この保険料は、平成２９年度賦課時点の所得総額で試算したものであり、
本年６月の保険料算定時には変動する。



平成３０年度 国民健康保険特別会計予算案

歳出 （単位：百万円）

項目 平成３０年度 平成２９年度 増減 主な増減理由

保険給付費 ７５，０８３ ７９，３９６ ▲４，３１３ 被保険者数の減

後期高齢者支援金 ０ １２，２５６ ▲１２，２５６ 事業費納付金制度へ移行

介護納付金 ０ ４，３４４ ▲４，３４４ 事業費納付金制度へ移行

共同事業拠出金 ０ ３２，７８０ ▲３２，７８０ 事業廃止

国保事業費納付金 ２６，３８８ ０ ＋２６，３８８ 事業費納付金制度の新設

保健事業費 ９１４ ９２０ ▲６ ―

その他 ２，０１５ ２，３２８ ▲３１３ ―

合計 １０４，４００ １３２，０２４ ▲２７，６２４ ―

１４

ポイント
保険給付費が約４３億円減少、併せて県単位化の影響により、歳出総額が
大きく減少。



平成３０年度 国民健康保険特別会計予算案

歳入 （単位：百万円）

項目 平成３０年度 平成２９年度 増減 主な増減理由

保険料 １５，９２２ １７，４１４ ▲１，４９２ 被保険者数の減

国庫支出金 ０ ２８，４８６ ▲２８，４８６ 県の歳入へ

県支出金 ７５，９８４ ６，２１０ ＋６９，７７４ 保険給付費等交付金の
新設

療養給付費交付金 ３０ １，８０９ ▲１，７７９ 一般分が県の歳入へ

前期高齢者交付金 ０ ３１，０５７ ▲３１，０５７ 県の歳入へ

共同事業交付金 ０ ３２，４７４ ▲３２，４７４ 事業廃止

一般会計繰入金 １１，２４７ １４，３９７ ▲３，１５０ 追加公費の影響

繰越金 １，０２７ ０ ＋１，０２７ 経過措置に伴う精算分

その他 １９０ １７７ ＋１３ ―

合計 １０４，４００ １３２，０２４ ▲２７，６２４ ―

１５

ポイント
追加公費の投入、県単位化の影響により、歳入総額が大きく減少。



条例改正案件

◆北九州市国民健康保険条例の一部改正

・ 保険料軽減判定基準の引上げ

（５割・２割軽減の判定基準）

・ 市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会への

変更（名称は「国民健康保険運営協議会」のまま）

・ 県単位化による基礎賦課総額等に係る基準の改正

・ 事務の県内統一による葬祭費の支給額の変更

（４万円 ⇒ ３万円）
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その他の制度改正

◆入院時の居住費の見直し
６５歳以上の医療療養病床に入院する患者の居住費について、介護保険施設や在宅療養
との負担の公平化を図る観点から、光熱水費相当額の負担を求める。

＜現行＞ ＜H30.4～＞

◆７０歳以上の高額療養費（限度額）の見直し
世代間の負担の公平、負担能力に応じた見直しを図る。

＜現行＞ ＜H30.8～＞

１７

個人（外来） 世帯

57,600円 80,100円
＋1％

14,000円
（14.4万円/年） 57,600円

8,000円
24,600円

15,000円

区分 個人（外来） 世帯

年収
1,160万円～ 252,600円＋1％

年収
770～1,160万円 167,400円＋1％

年収
370～770万円 80,100円＋1％

一般
18,000円

（14.4万円/年） 57,600円

低所得Ⅱ

8,000円
24,600円

低所得Ⅰ 15,000円

区分 負担額

区分Ⅰ ３７０円/日

区分Ⅱ・Ⅲ ２００円/日

難病患者 ０円/日

区分 負担額

区分Ⅰ
３７０円/日

区分Ⅱ・Ⅲ

難病患者 ０円/日


